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第４４回新生ふくしま復興推進本部会議 

 

○日 時：平成２７年８月２４日（月）１６：４０～１６：５５ 

○場 所：第一特別委員会室 （本庁舎２階） 

 

 

【鈴木副知事】 

 ただ今から、新生ふくしま復興推進本部会議を開催いたします。 

 早速、議題１「廃炉国際共同研究センター国際共同研究棟について」、企画

調整部長。 

 

【企画調整部長】 

 それでは、資料１をお開きください。廃炉国際共同研究センター国際共同研

究棟についてでございます。 

 Ⅰ「施設の概要等」にあるとおり、廃炉国際共同研究センターは、昨年６月

に公表されました「東京電力福島第一原子力発電所の廃止措置等研究開発の加

速プラン」に基づきまして、世界の英知を結集し、廃炉に向けた研究開発や人

材育成に係る取組を加速するため、ＪＡＥＡ（国立研究開発法人日本原子力研

究開発機構）が設置するものであります。 

組織としては、本年４月に茨城県東海村ＪＡＥＡ内に立ち上がっております

が、平成２７年度から２８年度の予算措置におきまして、「国際共同研究棟」

を福島県内に整備するということになっております。平成２８年度中の運転開

始が予定されているものでございます。 

 参考資料として、文部科学省が作りました、廃炉国際共同研究センターの概

要１枚がございます。その絵にございますように、楢葉町のＪＡＥＡモックア

ップ施設や、大熊町の放射性物質分析・研究施設と連携して、新たに廃炉国際

共同研究センターをＪＡＥＡ内に１００～１５０人規模で作り、研究棟自体は

福島県に展開していくということでございます。 

資料をおめくりいただきますと、スケジュールが書いてございますが、これ

は、本年６月１日にイノベーション・コースト構想推進会議でまとめた際のス

ケジュールになります。資料左側の「既に具体化が進んでいるもの」欄の一番

下に廃炉国際共同研究センターがあり、平成２７年度から２８年度に整備し、

２８年度に福島で運転を開始するということになっております。 

 資料１にお戻りいただき、Ⅱ「候補地の検討」でございます。候補地につき

ましては、最終的には文部科学省及びＪＡＥＡが決定するものでございますが、

イノベーション・コースト構想に位置づけられている拠点であり、また、本県



2 

 

の復興の前提となる廃炉等の取組を強化する施設であることから、広域自治体

である県といたしましても、適地と考える候補地を表明し、国に対して早期整

備を要望していく必要があると考えております。候補地の選定につきましては、

国の選定方針を踏まえ、県としても５つの選定の視点に基づいて、これまで設

置要望のあった市町村の候補地を比較・検討させていただいてきたところでご

ざいます。 

 資料２をご覧ください。候補地の全体の概要についてまとめております。こ

の施設については、１市５町１村から候補地の提案がございました。１枚目の

地図で、名称が緑色で囲まれているものは既に設置が決定されて施設であり、

赤色で囲まれているのが、今回、廃炉国際共同研究センターの候補地として提

案があった場所でございます。それぞれの提案内容につきましては、以下のペ

ージに、研究環境や用地確保の容易性の状況、交通アクセス、生活環境インフ

ラの整備状況等をまとめておりますので、ご覧ください。 

 資料２の最後のページに、各候補地の評価について、○×表の形でまとめて

おります。①～⑤の評価項目の説明がございますが、①「研究環境」の項目で

は、廃炉のための施設でありますので、福島第一原発からの距離等について評

価をしております。②「用地の状況」では、既に平成２７～２８年度で予算が

措置され、整備することになっておりますので、用地の確保の容易性、これか

ら大きな造成をするのでは、とても間に合いませんから、そういった観点から

評価をしております。その他、③「交通アクセス」、④「生活環境及び電気、

水等のインフラ整備状況」、そして最後に⑤「復興拠点施設としての貢献度」

ということで、市町村内に他に復興拠点となるものがないということであれば、

今回の研究棟の貢献度が高いという評価をしております。 

 以上の観点から総合的に勘案いたしまして、県としては、「富岡町」を候補

地として選定し、国に対して要望することとしたいと考えております。よろし

くお願いいたします。 

 

【鈴木副知事】 

 ただ今の説明について、ご意見等を伺いたいと思います。 

まずは、危機管理部長。 

 

【危機管理部長】 

 私からは、廃炉の推進の観点から意見を申し上げます。廃炉につきましては、

燃料デブリの取り出しなど、技術的困難な課題が山積しておりまして、国内外

の英知を結集しながら、廃炉に向けた研究開発を推進・加速していくことが、

本施設の役割として大変重要になってまいります。この施設が十分機能を発揮
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していくためには、福島第一原発との近接性に加えて、原発周辺に立地される

研究機関、関連企業等との連携の問題、更には施設で活動する研究者の方々の

生活環境にも十分配慮していくということが立地を決定していく上で非常に重

要と考えております。その観点から、今、企画調整部長から提案のあった「富

岡町」というのは、立地場所としては妥当であろうと考えます。以上です。 

 

【鈴木副知事】 

 では、避難地域復興局長。 

 

【避難地域復興局長】 

 富岡町では、本年６月に町の第二次災害復興計画を策定いたしました。国際

共同研究棟を復興拠点の中核施設と位置づけており、これを中心に復興・再生

を進めていくこととしております。 

イノベーション・コースト構想に基づくプロジェクトが、研究施設や関連産

業の集積等により、事業の効果を発揮すること、そして地域全体の復興・再生

に寄与することが重要であると考えております。これまで、富岡町をはじめと

して、各市町村が積み重ねてきた復興・再生に向けた取組に加え、国際共同研

究棟の設置により、その波及効果を含め、避難地域全体の復興が一層加速する

ことを期待しております。以上でございます。 

 

【鈴木副知事】 

 他にございませんか。 

 なければ、知事からお願いします。 

 

【知事】 

 安全かつ着実な廃炉は、全ての県民の願いであります。世界の英知を結集し

て、廃炉のための研究開発や人材育成を加速させ、そのための拠点となる国際

共同研究棟を一日も早く整備していく必要があります。ただ今の協議にもあっ

たとおり、研究環境や用地の状況など、様々な観点から総合的に勘案した結果、

私としても「富岡町」を候補地としたいと考えております。 

 この施設は、イノベーション・コースト構想に位置づけられ、楢葉町のモッ

クアップ施設あるいは大熊町の放射性物質分析・研究施設等と連携しながら、

本県の復興を後押しする重要な施設でありますので、平成２８年度中の整備に

向け、県としても国と連携、そして協力をしていきたいと考えております。 
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【鈴木副知事】 

 確認をいたします。県として「富岡町」に立地を要望するということについ

て、異議ないということでよろしいですか。 

 

～～～「異議なし」の声～～～ 

 

【鈴木副知事】 

 それでは、県として、国際共同研究棟について、「富岡町」に立地を要望す

ることに決定いたします。 

 続きまして、報告事項に入ります。「福島相双復興官民協議会への参加につ

いて」、商工労働部長。 

 

【商工労働部長】 

 資料３をご覧ください。 

６月に閣議決定されました「福島復興指針」に基づきまして、本日、１２市

町村の事業者・農業者の事業、生業の再建支援等の総合調整を行うことを目的

としまして、原子力災害対策本部現地対策本部長である高木経済産業副大臣、

畠副知事、一般社団法人福島相双復興準備機構理事長として日本全薬工業の福

井会長をメンバーとする福島相双復興官民協議会が設置され、本日、第１回の

会議が開催されたところであります。本日の協議会におきましては、官民合同

チームの創設などが決定され、知事からも結びの挨拶とチームへの激励をいた

だいたところでございます。 

 この官民合同チームは、４つのグループに分かれており、総勢１２０名で、

郡山市、福島市、いわき市、東京に拠点を設置し、県からも１０名の職員が派

遣されております。今後、このチームにより、１２市町村の約８，０００事業

者を個別に訪問し、今後の事業の方向性など事業者の意向や要望を丁寧にお伺

いして、年末には事業者への訪問結果を踏まえ、政府が支援体制のあり方や支

援策の拡充の検討を行うこととしており、県としましても一体となって取り組

んでまいりたいと考えております。以上でございます。 

 

【鈴木副知事】 

 これに関連して、農林水産分野の話もありますので、農林水産部長から。 

 

【農林水産部長】 

 私からは、営農再開の状況について若干補足したいと思います。農林水産部

といたしましては、これまでも農林事務所あるいは普及所の職員を市町村等と
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連携させまして、アンケートによる意向の把握や営農相談、技術指導等を行っ

てまいりまして、いくつかの再開事例に結びつけてきたところでございます。

本日、官民合同チームが創設されたことにより、我々県と農林水産省が連携い

たしまして、営農再開グループとしての活動を一層強化してまいりたいと考え

ているところでございます。 

農業の場合、土地に付随した産業ということもございますので、市町村が深

く関わった上で、地域的なまとまりが重要であります。市町村と十分に協議し

ながら、地域農業の将来像の策定、農業者の意向の確認、そして営農再開に向

けた様々な支援に努めてまいりたいと考えております。 

 

【鈴木副知事】 

 では、知事からお願いします。 

 

【知事】 

 福島相双復興官民協議会には、先ほど私も出席をしまして、被災事業者お一

人お一人に寄り添った丁寧な対応を行うよう挨拶をしたところであります。 

１２市町村の様々な課題の解決のためには、福島の復興推進にまさにこれが

不可欠でございます。官民合同チームには、福島県としても、しっかり取り組

んでいくよう、お願いいたします。 

 

【鈴木副知事】 

 それでは、以上で復興推進本部会議を閉じます。 


